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報告書及び上記の有価証券報告書と併せて提出した内部統制報告書・確認

書を末尾に綴じ込んでおります。 

 

株式会社スクウェア・エニックス・ホールディングス 
 
 



ファイル名:000_4_9040500102206.doc 更新日時:2010/06/30 13:54 印刷日時:10/06/30 13:54 

目      次 

 

頁

第30期 有価証券報告書 

【表紙】 …………………………………………………………………………………………………………１ 

第一部 【企業情報】…………………………………………………………………………………………２ 

第１ 【企業の概況】………………………………………………………………………………………２ 

１ 【主要な経営指標等の推移】……………………………………………………………………２ 

２ 【沿革】……………………………………………………………………………………………４ 

３ 【事業の内容】……………………………………………………………………………………６ 

４ 【関係会社の状況】………………………………………………………………………………９ 

５ 【従業員の状況】…………………………………………………………………………………11 

第２ 【事業の状況】………………………………………………………………………………………12 

１ 【業績等の概要】…………………………………………………………………………………12 

２ 【生産、受注及び販売の状況】…………………………………………………………………16 

３ 【対処すべき課題】………………………………………………………………………………17 

４ 【事業等のリスク】………………………………………………………………………………18 

５ 【経営上の重要な契約等】………………………………………………………………………20 

６ 【研究開発活動】…………………………………………………………………………………21 

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】……………………………22 

第３ 【設備の状況】………………………………………………………………………………………25 

１ 【設備投資等の概要】……………………………………………………………………………25 

２ 【主要な設備の状況】……………………………………………………………………………25 

３ 【設備の新設、除却等の計画】…………………………………………………………………27 

第４ 【提出会社の状況】…………………………………………………………………………………28 

１ 【株式等の状況】…………………………………………………………………………………28 

２ 【自己株式の取得等の状況】……………………………………………………………………48 

３ 【配当政策】………………………………………………………………………………………49 

４ 【株価の推移】……………………………………………………………………………………49 

５ 【役員の状況】……………………………………………………………………………………50 

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】………………………………………………………54 

第５ 【経理の状況】………………………………………………………………………………………59 

１ 【連結財務諸表等】………………………………………………………………………………60 

２ 【財務諸表等】………………………………………………………………………………… 108 

第６ 【提出会社の株式事務の概要】………………………………………………………………… 129 

第７ 【提出会社の参考情報】………………………………………………………………………… 130 

１ 【提出会社の親会社等の情報】……………………………………………………………… 130 

２ 【その他の参考情報】………………………………………………………………………… 130 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】……………………………………………………………… 131 

 

監査報告書 

 

内部統制報告書 

 

確認書 





































































































































































































































③【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 14,928 15,134

当期変動額   

新株の発行 206 69

当期変動額合計 206 69

当期末残高 15,134 15,204

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 44,163 44,369

当期変動額   

新株の発行 206 69

当期変動額合計 206 69

当期末残高 44,369 44,439

その他資本剰余金   

前期末残高 6 6

当期変動額   

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 6 5

資本剰余金合計   

前期末残高 44,169 44,375

当期変動額   

新株の発行 206 69

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 206 69

当期末残高 44,375 44,444

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 885 885

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 885 885

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 29,522 29,522

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 29,522 29,522

繰越利益剰余金   

前期末残高 60,666 61,079

当期変動額   

剰余金の配当 △3,446 △3,450

当期純利益又は当期純損失（△） 3,858 △4,294

当期変動額合計 412 △7,745

当期末残高 61,079 53,333

─ 114 ─



(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

利益剰余金合計   

前期末残高 91,074 91,486

当期変動額   

剰余金の配当 △3,446 △3,450

当期純利益又は当期純損失（△） 3,858 △4,294

当期変動額合計 412 △7,745

当期末残高 91,486 83,741

自己株式   

前期末残高 △841 △852

当期変動額   

自己株式の取得 △13 △4

自己株式の処分 2 1

当期変動額合計 △11 △3

当期末残高 △852 △856

株主資本合計   

前期末残高 149,331 150,144

当期変動額   

新株の発行 412 139

剰余金の配当 △3,446 △3,450

当期純利益又は当期純損失（△） 3,858 △4,294

自己株式の取得 △13 △4

自己株式の処分 2 0

当期変動額合計 813 △7,610

当期末残高 150,144 142,534

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △5 △63

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △58 52

当期変動額合計 △58 52

当期末残高 △63 △10

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △5 △63

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △58 52

当期変動額合計 △58 52

当期末残高 △63 △10

新株予約権   

前期末残高 81 410

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 329 304

当期変動額合計 329 304

当期末残高 410 715

─ 115 ─



(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

純資産合計   

前期末残高 149,407 150,491

当期変動額   

新株の発行 412 139

剰余金の配当 △3,446 △3,450

当期純利益又は当期純損失（△） 3,858 △4,294

自己株式の取得 △13 △4

自己株式の処分 2 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 270 357

当期変動額合計 1,083 △7,252

当期末残高 150,491 143,239

─ 116 ─
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平成21年６月24日

株式会社スクウェア・エニックス・ホールディングス 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社スクウェア・エニックス・ホールディングス(旧会社名 株式会社スクウェア・

エニックス)の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属

明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社スクウェア・エニックス・ホールディングス(旧会社名 株式会社スクウェア・エニック

ス)及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社の完全子会社である英国SQEX LTD.は、英国法に基づくス

キーム・オブ・アレンジメントにつき英国裁判所の許可を受け、平成21年４月22日を効力発生日として、英

国Eidos plc（現Eidos Ltd）の全株式の買付けが完了し、これにより英国Eidos plc（現Eidos Ltd）を同日

をもって完全子会社化している。 

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 
 

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  渡  邊  浩 一 郎  ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  柴  田  憲  一  ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  横  内  龍  也  ㊞ 



＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社スクウ

ェア・エニックス・ホールディングス(旧会社名 株式会社スクウェア・エニックス)の平成21年３月31日現

在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書

を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表

明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見す

ることができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、株式会社スクウェア・エニックス・ホールディングス(旧会社名 株式会社スクウェア・

エニックス)が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部統制報

告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 内部統制報告書に記載されているとおり、事業年度の末日後、欧州並びに北米地域における開発・販売強

化策の一環として、英国Eidos plc（現Eidos Ltd）を買収し、連結子会社とした。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

(注) １ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社

が別途保管しております。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 

  

平成22年６月24日

株式会社スクウェア・エニックス・ホールディングス 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社スクウェア・エニックス・ホールディングスの平成21年４月１日から平成22年３

月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等

変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社スクウェア・エニックス・ホールディングス及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 
 

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  渡  邊  浩 一 郎  ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  柴  田  憲  一  ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  横  内  龍  也  ㊞ 



＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社スクウ

ェア・エニックス・ホールディングスの平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財

務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人

の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部

統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、株式会社スクウェア・エニックス・ホールディングスが平成22年３月31日現在の財務報告

に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

(注) １ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社

が別途保管しております。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 

  

平成21年６月24日

株式会社スクウェア・エニックス・ホールディングス 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社スクウェア・エニックス・ホールディングス(旧会社名 株式会社スクウェア・

エニックス)の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第29期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社スクウェア・エニックス・ホールディングス(旧会社名 株式会社スクウェア・エニックス)の

平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

独立監査人の監査報告書
 

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  渡  邊  浩 一 郎  ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  柴  田  憲  一  ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  横  内  龍  也  ㊞ 

(注) １ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社

が別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 



 

  

平成22年６月24日

株式会社スクウェア・エニックス・ホールディングス 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社スクウェア・エニックス・ホールディングスの平成21年４月１日から平成22年３

月31日までの第30期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び

附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社スクウェア・エニックス・ホールディングスの平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をも

って終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

独立監査人の監査報告書
 

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  渡  邊  浩 一 郎  ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  柴  田  憲  一  ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  横  内  龍  也  ㊞ 

(注) １ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社

が別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年６月24日 

【会社名】 株式会社スクウェア・エニックス・ホールディングス 

【英訳名】 SQUARE ENIX HOLDINGS CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 和田 洋一 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役 経理財務担当 松田 洋祐 

【本店の所在の場所】 東京都渋谷区代々木三丁目22番７号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

 



代表取締役社長和田洋一及び取締役経理財務担当松田洋祐は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及

び運用に責任を有しており、企業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準

並びに財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の設定について(意見書）」に示されて

いる内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に係る内部統制を整備及び運用しております。  

 なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その

目的を合理的な範囲で達成しようとするものであります。このため、財務報告に係る内部統制により財務

報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があります。 

  

  

財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成22年３月31日を基準日として行われて

おり、評価に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して

おります。  

 本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）

の評価を行った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定しております。当該業務

プロセスの評価においては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を

及ぼす統制上の要点を識別し、当該統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内

部統制の有効性に関する評価を行いました。  

 財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、当社並びに連結子会社及び持分法適用会社について、財務報

告の信頼性に及ぼす影響の重要性の観点から必要な範囲を決定いたしました。財務報告の信頼性に及ぼす

影響の重要性は、金額的及び質的影響の重要性を考慮して決定しており、当社及び連結子会社である株式

会社スクウェア・エニックス、株式会社タイトー、SQUARE ENIX, INC.、及び、SQUARE ENIX OF EUROPE 

HOLDINGS LTD.を対象として行った全社的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制

の評価範囲を合理的に決定いたしました。なお、その他の連結子会社43社及び持分法適用関連会社１社に

ついては、金額的及び質的重要性の観点から僅少であると判断し、全社的な内部統制の評価範囲に含めて

おりません。  

 業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の前連結会計年度の売上高（連結会社

間取引消去後）の金額が高い拠点から合算していき、前連結会計年度の連結売上高の概ね２／３に達して

いる事業拠点を「重要な事業拠点」としました。選定した重要な事業拠点においては、企業の事業目的に

大きく関わる勘定科目として売上高、売掛金及び棚卸資産に至る業務プロセスを評価の対象としました。

さらに、選定した重要な事業拠点にかかわらず、それ以外の事業拠点をも含めた範囲について、重要な虚

偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスやリスクが大きい取

引を行っている事業又は業務に係る業務プロセスを財務報告への影響を勘案して重要性の大きい業務プロ

セスとして評価対象に追加しております。 

  

  

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断

いたしました。 

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３ 【評価結果に関する事項】



  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

４ 【付記事項】

５ 【特記事項】



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年６月24日 

【会社名】 株式会社スクウェア・エニックス・ホールディングス 

【英訳名】 SQUARE ENIX HOLDINGS CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 和田 洋一 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役 経理財務担当 松田 洋祐 

【本店の所在の場所】 東京都渋谷区代々木三丁目22番７号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

 



当社代表取締役社長和田洋一及び当社最高財務責任者松田洋祐は、当社の第30期(自 平成21年４月１

日 至 平成22年３月31日)の有価証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されて

いることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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